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　循環型社会の構築に向けて技
術システムの転換が図られている
が、その過程で重要なキーコンセ
プトとなったのが「ゼロエミッシ
ョン」である。このコンセプトは、
1994 年に国連大学が提唱したも
ので、「持続可能な発展に向けた
経済・社会システム再編」という
プログラムの一環として開始され
た。そこでは、ゼロエミッション
について「全産業の生産工程を再
編成し、廃棄物がすべて原料とし
て活用されるような新しい産業集
団をつくるなどによって、廃棄物
自体がない循環型産業システムを
つくる試み」と定義されている。
　すなわちゼロエミッションは、
異なる工程、工場・業種、地域
間で廃棄物を循環利用できるシス
テム設計の概念であり、廃棄物の
出側の静脈と既存の動脈産業を有
機的につなげて産業クラスター
化し、一方で廃棄物であったもの
を他方で原材料としてカスケード
式に利用し、廃棄物の発生を極力
ゼロに近づけようとする考え方で
ある。なお、誤解のないように言
えば、「ゼロエミッション」は完
全に廃棄物が出ないことを表して
いるのではなく、概念として廃棄
物を最小化しようとするものであ
る。日本においては、ゼロエミッ
ションシステム形成に向けての研
究やビジネスモデル事業に対する
予算が投資され、これを契機とし
て地産地消型の小さな循環の輪か
ら全国レベルの大きな循環の輪ま
で、様々な規模スケールの循環シ
ステムが生まれた。特に注目され
るのは、鉄鋼業やセメント製造業、
非鉄精錬業などの素材型産業を中
心としたゼロエミッションシステ
ムであり、世界的にも類を見ない
循環システムへと成長している。
　科学技術政策研究所と㈱三菱
総合研究所が先に実施した、「科
学技術振興による経済･社会･国民
生活への寄与の定性的評価･分析」
調査１）においても、廃棄物処理お
よびリサイクル技術は、経済およ
び国民生活へのインパクトが大き
いと見られ、官民共同で進められ
た廃棄物の循環資源化技術システ
ムに関する研究開発が、少なから
ず現在の日本の技術システムの構
築に貢献したと思われる。一方、
素材型産業を中核とした循環シス
テムや個別要素技術の中でも急速
に発展したガス化溶融技術は、産
業セクター主導で設計、開発が行
われてきたが、そのインセンティ
ブとなったのが新たな環境規制な
どの導入である。特に、ガス化溶
融技術の場合、ダイオキシン類の
厳しい排出規制がその開発の誘因
となっており、高額なプロセスを
導入する際の補助金等が、自治体
の導入促進に寄与した。つまり、
導入支援の補助金等が間接的にプ
ラントメーカーの技術開発に寄与
したといえる。当該技術は当初は
海外から技術導入したものの、国
内で技術開発が進展した技術２）と
見ることができる１）。
2．内外におけるゼロエミッションの実状
1．はじめに
　海外における具体的なゼロエ
ミッションのビジネスモデルに
は、Eco Industrial Park（EIP）
などの用語が使われている。米
国の大統領諮問機関（PCSD：
President Council for Sustainable 
Development）は EIP について、
「製造業とサービス産業の企業が
構成するコミュニティであり、環
境及びエネルギーや水、物質と
いった資源のマネジメントの協働
を通じ、パーク内の企業は、集積
の利益を追求するとともに、その
個々の利益を最大化する。EIPの
目的は、環境負荷を最小化しつつ、
* ** ***
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参画する企業の経済パフォーマ
ンスを向上することにある。」と
している。米国では、PCSDの発
足に伴いEIP プロジェクトの国
家スケールの推進を決定し、米
国内の４地域が EIP 実証地とし
て指定され、現在までに国内の
十数地域において地域振興を含
めた環境調和型拠点の構想が進
められている３）。海外において
頻繁に取り上げられるEIP の例
を図表１に挙げる。またEIP の
代表例としてしばしば紹介される
Kalundborg のシステムイメージ
を図表２に示す。
　一方日本においては、ゼロエミ
ッションコンセプトの基に各地に
ゼロエミッション工業団地が既に
設置あるいは計画され、国におい
ても「エコタウン」に指定した地
域においてゼロエミッション型施
設整備への補助金による支援を行
っており、平成 15年４月現在で
18地域が指定されている４）。図表
３５）に日本のエコタウン指定地域
及び自治体が調整役となって進め
ている地域ゼロエミッション事業
のマップを示す。本稿で主題とす
る素材型産業との関連で言えば、
秋田県の非鉄精錬業や埼玉県等の
セメント製造業を中核とするシス
テムづくりなどが注目される。
　図表１　海外におけるゼロエミッション・システム形成の事例
各サイトの紹介ホームページ等を基に作成
場所 概要
Kalundborg
（デンマーク）
１つの自治体と５大企業（発電所、石膏ボード製造会社、医薬品製造
会社、製油会社、土壌改良会社）が参加するネットワークが主体にな
り、参加企業間でのそれぞれの廃棄物を原材料として取引利用。約 30
年前からスタートし、現在は 19のプロジェクトが稼動中。
Fairfield Ecological
Business Park
（米国）
地域の産業廃棄物や一般廃棄物の再生品、再資源化を行っており、主
なものとして、自治体排水処理スラッジのコンポスト化、自動車解体
物の各種リサイクル、食品残渣の飼料化などがある。
Gulf of Mexico
（メキシコ）
21の企業が 19の副産物の相互取引のフローを検討中。（鉄鋼スラグの
セメント原料利用、自動車シュレッダー残渣の製鉄所受け入れ等）
Montreal
（カナダ）
15の企業が参加し、副産物の相互取引のフローを検討中。（苛性ソーダ、
硫酸ナトリウムの製紙工場での受け入れ等）
　図表２　Kalundborg の産業共生
John R.Ehrenfeld and Marian R.Chertow 2001
　図表３　ゼロエミッション型の地域リサイクル事業（平成13年時点）
C国立環境研究所　地球環境研究総合推進費平成14年度報告書より抜粋
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３‐１
鉄鋼業
　鉄鋼業においては、鉄スクラ
ップの需要家（電炉メーカー）の
立場でリサイクルに貢献してきた
が、容器包装リサイクル法の制定
を契機にしたプラスチックリサイ
クルへの参入の動きには目を見張
るものがある。図表４６）に 2003
年度までの容器包装プラスチック
（法律に基づいて自治体が集めた
PETボトル以外のプラスチック）
の再商品化量の実績を示す。2003
年度には容リプラ 25万５千トン
の再商品化量のうち、７割程度
を鉄鋼業で受け入れており、製鉄
所のコークス炉や高炉における原
燃料として大量に有効利用されて
いる。鉄鋼業の受け入れポテンシ
ャルは、現在リサイクルされてい
ない廃プラスチック約 500万トン
（全発生量は約 1,000 万トン）の全
量の受け入れに匹敵し７）、今後の
動向が注目される。
　法制定過程の議論の中では、マ
テリアルリサイクル（材料リサイ
クル）や油化技術が技術的に優先
順位が高いとされていたが、鉄鋼
業への受け入れも結局フィードス
トックリサイクル（原料としての
リサイクル）の位置づけになり、
そのポテンシャルの大きさ、技術
的信頼性等から瞬く間に大きなシ
ェアを占めるに至った。しかし、
一方で当初注目を集めた油化技術
等の適用は、現在ではごく限られ
た事例にとどまっている。
　なお、ドイツにおいても指令に
基づく容器包装プラスチックの回
収が行われ、その一部は高炉還元
によりリサイクルされている。し
かし、その他の国においての事例
は見あたらない。
３‐２
セメント製造業
　一方セメント製造業では、セメ
ントの原燃料として多様な廃棄
物・副産物（石炭灰、廃油、再生
油、廃タイヤ、各種のスラグ、副
産石膏等）を大量に受け入れてき
た。セメント１トン製造当たりの
廃棄物・副産物の使用原単位は
1998 年度の 295kg から 2002 年度
で 361kg までになっており８）、５
年間で大幅に増加した。2010 年
度には 400kg までに引き上げる
ことを目標としている。図表５９）
にセメント産業で受け入れてい
る廃棄物・副産物の出所と種類等
を示し、図表６には最近の９）廃
棄物・副産物の使用実績の内訳
を示す。このように、大規模なセ
メント工場は、地域における廃棄
物の循環利用のフローを一気に転
換させるポテンシャルをもってい
る。最近では一般廃棄物の焼却灰
を原料としてセメントキルンに受
け入れ、「エコセメント」として
新たな素材を製造している。パチ
ンコ台や一般ごみ、各種有害廃棄
物（汚染土壌、特定フロン等）の
受け入れにも積極的であり、最近
発覚した青森・岩手県境の大量の
不法投棄廃棄物の受け入れ計画も
進んでいる。海外においてもセメ
ントキルンへの廃棄物の受け入れ
は注目されているが、その量的規
模やセメント製造量あたりの割合
は日本が群をぬいている。
３‐３
非鉄精錬業
　非鉄精錬業も今後の大きな廃棄
物等の受け皿である。従来から自
動車バッテリーの処理が行われて
きたが、最近では自動車リサイク
ル過程で発生する自動車破砕くず
（カー・シュレッダーダスト）、家
電リサイクルに伴う基盤類、一般
廃棄物の溶融飛灰など、金属資源
を含むあらゆる廃棄物の受け入れ
が進みつつある。図表７10）は、廃
棄物処理・リサイクル事業の主要
10 社の実績を基に作成した種類
別の受入状況である。リサイクル
材料として有償で受け入れる場合
と廃棄物として逆有償で受け入れ
る場合に分けて集計した。これを
みて分かるように、金属資源を含
む多様な廃棄物等を受け入れてお
り、銅や鉛、亜鉛などの他、金、銀、
白金等の貴金属を回収している。
　統計の存在する平成 11年度と
比較すると、リサイクル材料（有
償物）としての受け入れはほとん
ど変わらないが、廃棄物中間処理
3．素材型産業におけるゼロエミッションシステム形成の現状
　図表４　容器包装プラスチックの再商品化実績の推移５）
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　図表６　セメント産業における廃棄物・副産物の活用実績８）
単位： 廃棄物・副産物の使用量およびセメント生産量は 1,000 ｔ、使用量原
単位はkg/t- セメント
出典：セメントハンドブック
2000年度 2001年度 2002年度
高炉スラグ  12,162 11,915 10,474
石炭灰  5,145 5,822 6,320
副産石こう  2,643 2,568 2,556
汚泥・スラッジ  1,906 2,235 2,286
非鉄鋼滓など 1,500 1,236 1,039
製鋼スラグ 795 935 803
燃えがら・ばいじん・ダスト 734 943 874
ボタ 675 574 522
鋳物砂 477 492 507
廃タイヤ 323 284 253
再生油 239 204 252
廃油 120 149 100
廃白土 106 82 97
廃プラスチック 102 171 211
その他 433 450 942
合計 27,359 28,061 27,238
セメント総生産量 82,373 79,119 75,479
使用量原単位 332 355 361
　図表５　セメント産業で受け入れている廃棄物・副産物の発生元及び種類８）
民間／自治
体の区分
民間の発生業種／自
治体の発生施設など 廃棄物・副産物の種類
セメント製造工程での
活用方法
民間事業者
鉄鋼 高炉スラグ（水砕）、高炉スラグ（徐冷）、集塵灰 原料／混合材
電力
石炭灰、重油廃
排煙脱硫石膏
原料／燃料／混合材
混合材
非鉄金属 スラグ、スラッジ、鋳物砂、石膏 原料／混合材
化学 廃プラスチック、石膏、スラッジ 原料／燃料／混合材
自動車 鋳物砂、塗料滓、古タイヤ 原料／燃料
石油 廃白土、廃油、廃触媒、スラッジ、オイルコークス 原料／燃料
建設 廃石膏、ボード、畳 原料
建材 ボードくず、スラッジ 原料
紙パルプ スラッジ、焼却灰 原料
印刷 廃プラスチック、焼却灰 原料／燃料
農業 廃プラスチック 燃料
漁業 貝殻、ウロ 原料／燃料
食品
廃珪藻土、廃プラスチック、焼酎かす、スラッジコーヒー
かす、ビールかす、廃ジュース
原料／燃料
電子・電気 廃プラスチック、廃トナー、スラッジ、フロン 原料／燃料／分解処理
レジャー 廃パチンコ台 原料／燃料
自治体
浄水場 浄水発生土 原料
下水処理場 下水汚泥 原料／燃料
都市ごみ焼却場 焼却灰、ばいじん 原料
その他
都市ごみ（生ごみ）
フロン
原料／燃料
分解処理
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４‐１
経済的優位性
　素材型産業を中核としたゼロ
エミッションシステムがこれほど
までに拡大した最大の要因は、高
炉やセメントキルン炉、非鉄精錬
炉など既存プロセスを活用するこ
とによって初期投資が大幅に削減
できた点である。また、廃棄物処
理業の許可を取得することで、廃
棄物処理費の徴収が可能になった
点も大きい。これまでは、「廃棄
物」として受け入れると廃棄物処
理法上の廃棄物処理業の許可が必
要になり種々の制約を受けること
から、場合によっては素材型産業
は原材料費を払って「原材料」と
して廃棄物を購入し受け入れてき
た。しかし、処理業の許可を取得
し、「廃棄物」として受け入れる
ことによって逆に処理費を受け取
ることが可能になり、大きな利益
が生まれることになった。このよ
うな経営転換は、素材そのものの
生産・需要量が減少するなかにあ
って、生産型の動脈産業から廃棄
物処理型の静脈産業へのウェイト
の拡大であると理解される。
　国の補助金による支援策も少な
からず効果を発揮していると考え
られる。特に、ダイオキシン問題
や最終処分の適正化問題が生じた
1990 年代には、対象廃棄物拡大
や高品質スラグ生成、発電の高効
率化等の目的で厚生労働省、経済
産業省、文部科学省、環境省によ
り、メーカーに対し研究開発資金
が提供された１）。また、エコタウ
ンの指定によって、地域内に建設
される循環型の施設に対して、一
定の助成を受けることが可能にな
った。これは新規に施設を建設し
なければならない場合、大きな支
援効果を生んでいる。
４‐２
個別リサイクル法の効果
（環境政策的要因）
　拡大製造者責任（EPR）の概念
の下に制定されてきた容器包装リ
サイクル法、家電リサイクル法、
建設リサイクル法、食品リサイク
ル法及び自動車リサイクル法など
の存在も、現在のシステム構築に
は不可欠であった。素材型産業と
の関連で言えば、先にも述べたよ
うに容器包装リサイクル法の下に
自治体で回収された容器包装プラ
スチックのうち、ペットボトルを
除いた「その他プラスチック」の
大部分は、鉄鋼業において高炉
還元剤やコークス原料としてリサ
イクルされている。家電リサイク
ル法においても、法律に基づく再
商品化工場に非鉄精錬業のプロセ
スが指定されている場合や、法律
の下で明確に指定されていない場
合でも、家電リサイクル法ルート
で流れてきた廃基盤等の非鉄精錬
業への受け入れが活発である。今
後自動車リサイクル法の影響で廃
自動車のシュレッダーダストの受
け入れも本格化するものと思われ
る。さらに建設リサイクル法の下
では、建設廃木材のチップ化によ
る紙･パルプ製造業への受け入れ
も増えている。また、個別のリサ
イクル法だけに基づいたものでは
ないが、セメント製造業も先に述
べたように廃タイヤや廃木材等の
受け入れを行ってきている。
　このように、個別リサイクル法
によって強制的にマテリアルが回
収され、容器包装リサイクル法、
家電リサイクル法などのように、
製造者あるいは排出者によって
リサイクル費用が支払われること
で、十分な収益性が確保される仕
掛けができている。
　図表７　非鉄精錬業における廃棄物等の受け入れ実態（2002年度）
4．世界をリードする日本型ゼロエミッションシステム
としての受入量は３割強も増加し
ている 10）。平成８年の廃自動車等
のシュレッダーダストの埋立規制
の強化に伴うシュレッダーダスト
受け入れや、家電リサイクル法施
行を契機とした廃家電（プリント
基板やブラウン管鉛ガラス等）の
受け入れが増大しているほか、汚
泥や汚染土壌の受け入れが特に増
えている。廃家電については、秋
田県エコタウン事業内の非鉄精錬
プロセスは、家電リサイクル法に
おける再商品化工場の指定も受け
ており、東北ブロックの廃家電の
受け入れ先となっている。
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４‐３
技術の信頼性と
受入ポテンシャルの優位性
（技術的要因）
　ゼロエミッションコンセプトの
基に、素材型産業を中核としたシ
ステムに廃棄物処理が一面的に進
んだのは、共に 1,000 度を超える
高温の熱プロセスを有している点
も見逃せない。多様な性状をもち、
一部有害物質を含む廃棄物に対し
て高温処理及び高度な排ガス処理
により安全面を確保できることか
ら、技術的な信頼性が高かったこ
とが大きな優位性になった。
　また、多量の受け入れポテンシ
ャルを有することも、大きな理由
である。全国の素材型産業プロセ
スを活用すれば、あらゆる廃棄物
を大量に飲み込めるポテンシャル
を持っている。
5．ゼロエミッションシステムの研究開発に向けての方向性と
 日本型モデルの提案
　素材型産業を中心としたゼロエ
ミッションシステムを世界的に見
た場合、同様の試みはあるものの、
廃棄物処理に大きな貢献をしてい
る実績はほとんどなく、フローの
量と種類において日本は突出して
いる。日本において素材型産業を
中核としてゼロエミッションシス
テムが実際に機能している点は、
世界的に注目に値することから、
世界に通じる日本型ビジネスモデ
ルになる可能性がある。
　このような日本型モデルをさら
に進化させていくためには、既存
プロセスにそのまま廃棄物を投入
するだけでなく、さらに何らかの
質転換プロセスを加えることによ
って、製品化する技術の開発が必
要である。その好例として廃棄物
溶融プロセスと、廃プラスチック
のガス化／化学原料化プロセスの
例を紹介する。
５‐１
廃棄物溶融プロセスと
非鉄精錬プロセスの連結
　近年、非鉄精錬業では、急激に
増加しつつある一般廃棄物の溶融
施設から発生する溶融飛灰を山元
還元として受け入れ始めている。
溶融飛灰は銅、鉛、亜鉛などを高
濃度で含み、品位の高い原料とな
りうる。このような素材型産業と
廃棄物溶融プロセスとの連結は海
外では例が無く、日本型モデルと
して世界に通じるシステムになる
可能性がある。
　このようなシステムが形成され
た最大の理由である廃棄物溶融施
設の増加は、ダイオキシン類の問
題や廃棄物埋立地の不足を背景と
しており、ダイオキシン類対策特
別措置法の制定や国の補助金によ
る誘導施策が強く影響している。
図表８11）に溶融施設の累積竣工数
の推移を示す。法律に基づく、平
成 14年 12月からのダイオキシン
類対策の本格施行に合わせて、溶
融施設数は前年度に比較して倍増
している。
　このような状況は、世界的に見
ても日本特有のものである。図表
９12）には世界のいくつかの国に
おける一般廃棄物の処理状況を示
す。データは多少古いが、国土が
狭い国々では焼却処理や再生利用
の割合が高く、可能な限り埋立量
を減らす政策をとっている。特に
　図表８　溶融施設の竣工数の推移 11）
C国立環境研究所調査（2003）
　図表９　海外諸国の一般廃棄物の処理状況 12）
OECD Environmental Data Compendium 2002 を基に作成
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日本は焼却の割合が高く、4千万
トンもの焼却量は世界トップであ
る。そのような中にあって、さら
に溶融化が日本では進んでいる。
初期の技術は欧州から導入された
ものが多いが、運転管理技術も含
めて溶融技術の成熟度は世界で群
を抜いている。溶融技術には、焼
却後の焼却灰を電気や燃料を用い
て溶融する技術（灰溶融技術）と、
廃棄物を直接ガス化させて溶融す
る技術（ガス化溶融技術）がある。
特に後者のガス化溶融技術は世界
的な開発競争が行われたものの、
実際に稼働している施設数につい
ては日本が圧倒的に多い 13）。日本
のプラント製造企業の研究開発投
資は過剰と思われるほど大きなも
ので、世界的にも極めて高い技術
レベルに達している。
　図表 10に現在形成されたシス
テムのフローを示す。本来はごみ
処理としての機能を担う廃棄物の
溶融プロセスが、金属分離・濃縮
プロセスとしての機能を果たして
おり、非鉄精錬プロセスへの受け
入れを可能にする質転換技術とし
て位置づけられている。この図表
10で興味深いのは、すでに埋め立
てられた一般廃棄物を埋立地延命
化を意図して掘り起こし、溶融施
設に投入してスラグ利用や溶融飛
灰の山元還元によって金属資源を
リサイクルしようとする動きであ
る。環境省の施設整備の補助対象
となっており、ある意味で「過去
の負の遺産」の解消も意図して世
代をまたがる金属資源サイクルを
形成する試みであるとも言える。
非鉄精錬業の側からみれば、廃
棄物埋立地が「都市鉱山（urban 
mine）」となる可能性もある。
　また、大規模な不法投棄問題
として大きく取り上げられた豊島
の不法投棄物は、近隣の直島に建
設された溶融施設に投入され、そ
の溶融飛灰は同じ直島に立地する
非鉄精錬プロセスで受け入れられ
ている。これもまた、「負の遺産」
を金属資源サイクルに組み込む試
みとして注目される。
　経済的側面からも、一般廃棄物
処理の場合は公共のサービス事業
として運営されていることから、
当然のこととして経営的基盤が
強固であり、公共（市町村）から
見ればこれまで埋立処分されてい
た溶融飛灰を逆有償であっても費
用を払って非鉄精錬業に引き取っ
てもらうほうが経済的に有利であ
る。また非鉄精錬業からみても処
理費用を受け取ることができ、相
互にメリットがある。
　一方、複雑な組成をもつ混合系
の生活系ごみは、ほとんどの国で
自治体（municipality）の公共サ
ービスとして処理がなされ、これ
までは埋立が主であったが、国土
の狭い欧州では欧州指令によって
焼却等により無機化したものしか
埋め立てることができないことに
なった。リサイクルの方向は揺ぎ
ないが、今後欧州の国々は、日本
のように焼却化の割合を高めざる
を得ない状況になっている。図表
10のような日本型ゼロエミッショ
ンシステムは、今後欧州の廃棄物
管理政策の下でも通用する技術シ
ステムになる可能性が高い。
５‐２
廃プラスチック等のガス化／
化学原料化プロセスと
化学コンビナートの連結
　もうひとつの質転換プロセスの
例は、廃プラスチック等のガス化／
化学原料化プロセスと化学コンビ
ナートの連結である。図表 11に、
システムの概要を示す。容器包装
プラスチックをガス化し、水素を
取り出して化学コンビナートに連
結し、アンモニア等の製造を行う
システムの例である。コンビナー
ト内では各種製品の原料となる酸
素と窒素を空気から製造しており、
その酸素の一部をガス化反応に使
う。窒素の一部はガス化プロセス
から生じる水素と反応させてアン
モニアを製造するために使われる。
アンモニアは合成樹脂素材や肥料
等の原料となる。ガス化プロセス
から生じる副生成物としてのスラ
グや金属・ガラス、塩、硫黄など
もリサイクルされている。ガス化
プロセスが、まさに化学コンビナ
ートに連結するための質転換プロ
セスとして機能している。
　容器包装リサイクル法の下で、
十分な供給量とリサイクルのため
の費用を確保できることから、先
　図表 10　廃棄物溶融プロセスと非鉄精錬プロセスを
 連結させたゼロエミッションシステム
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の図表４からもわかるように急
速に再商品化量は拡大し、すでに
10％のシェア（図表４の合成ガス）
を占めるに至っている。また、新
たに建設が必要であったガス化施
設建設への助成がエコタウン指定
によってなされた点も大きな支援
策になった。
　以上の二例は複雑な性状をもつ
混合系廃棄物を熱分解ガス化／溶
融技術を用いた質転換プロセスを
通して、既存の拠点型の素材型産
業プロセスに連結していく試みで
あり、今後のゼロエミッションシ
ステム形成の大きな流れになると
考えられる。図表11のプロセスは、
廃プラスチックだけでなく、バイ
オマス等のその他のガス化が可能
な廃棄物の混合系廃棄物にも応用
可能であり、千葉県で既に稼働し
ており、水島地域でも建設計画が
進んでいる。世界的にも熱分解ガ
ス化による化学原料化技術の開発
は注目されているが、商業ベース
での運転実績は日本が多い 13）。
　また、両者に共通の成立要件と
して、法的強制等による物の供給
体制の確立、廃棄物処理業として
の処理費用徴収や公共の関与、新
たに施設整備する場合の建設費
助成等による経営基盤の確立など
も、システム形成に大きな役割を
果たしており、技術システムだけ
でなく、その形成を支えた社会経
済システムも含めて、日本型モデ
ルとして世界に提案できるものと
なろう。特に今後廃棄物問題がク
ローズアップされるのは、中国を
中心とする東アジア諸国であり、
これらの国々ではインフラ整備が
急速に進行しており素材型産業も
大きな伸びを示している。今後、
環境規制の条件が整うことを前提
にして、本稿で提案する日本型モ
デルの適用のターゲットとして、
大きなポテンシャルを持っている
と言える。
　ゼロエミッションシステムの
本来のコンセプトは、異なる多産
業間の連鎖システムの形成である
が、日本で形成された素材型産業
を中核とするシステムは、結果的
に素材型産業対産業の繋がりが集
合された拠点型システムである。
生態システムと同様に、システム
が多様性を失うと脆弱になると考
えられ、何らかの要因で拠点とな
る素材型産業が廃棄物の受け入れ
をストップすると、たちまちシス
テムは破綻する可能性もある。し
かしながら、前述したように、現
段階では法的な後ろ盾もあり経済
的条件で圧倒的な優位性をもって
いることは否定できないし、短中
期的には安定性をもったシステム
であると思われる。
　しかし、ある意味で「リサイク
　図表 11　容器包装プラスチックのガス化
 プロセスと化学コンビナートとの
 連結によるゼロエミッションシステム
昭和電工譁パンフレットを基に作成
6．日本型ゼロエミッションシステムの確立に向けての課題とまとめ
ル至上主義」で進んできた結果、
見落とされている落とし穴はない
だろうか。その一つを「安全・安
心」の側面から見ることができる。
ゼロエミッションプロセスから生
産される製品の安全性の問題であ
る。すなわち、廃棄物をセメント
キルンに受け入れて製造したセメ
ントや非鉄精錬プロセスから副産
物として生産される非鉄精錬スラ
グの安全基準が、環境 JISにおけ
る品質基準やグリーン購入法にお
ける特定物品の判断基準などの中
で議論され始めた途端に、ボトル
ネックになる可能性がある。廃棄
物の受け入れに伴って、重金属の
ような保存性物質は製品中に残存
し蓄積している場合も多いからで
ある。非鉄精錬プロセスでは、生
産する金属素材の純度を高めるた
めに、逆に不純物としての有害金
属は非鉄スラグに移行することに
注意が必要である。しかし、これ
まで非鉄スラグは有償取引されて
いたことから、廃棄物処理法の適
用を受けずに一般製品の扱いで市
場に流れていたため、安全性に関
する品質要件は存在しなかった。
再生製品に関する安全性の問題が
注目されてきた状況の中で、廃棄
物に対する安全基準と同等の規制
を受けると、これまでの「製品」
が「廃棄物」化してしまう可能性や、
生産プロセスへ廃棄物の受け入れ
を拒否せざるを得ない状況が生ま
れてくる可能性も否定できない。
　今後、一般製品から再生製品、
廃棄物までをカバーする安全基
準の体系的な考え方を早急に構築
しなければならない。そうしなけ
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れば、社会（消費者等）に対して
受容されない状況にもなりかねな
い。また、日本型モデルを世界に
提案していくためにも、安全基準
の体系化の議論自体も、国際的な
標準化に関するハーモナイゼーシ
ョンの文脈の中でなされるべきで
あろう。以上が日本型ゼロエミッ
ションシステムの確立に向けて残
された最大の問題点である。
　その他、発生抑制（Reduce）、
再使用（Reuse）、再生利用（Recycle）
の優先順位、あるいはリサイクル
の中でもマテリアルリサイクルを
重視すべきなのかなど、ライフサ
イクル全体での考慮の基に、合理
的な議論をくみ上げていくことが
今後の課題であろう。
　いずれにしても、このような課
題を克服することにより、廃棄物
の質転換プロセスを通して既存の
拠点型の素材型産業プロセスに連
結された日本型ゼロエミッション
システムは、システム形成を支援
する社会経済的条件やシステムを
構成する熱分解／ガス化技術など
の新規の質転換技術を含めて、世
界をリードする産業システムモデ
ルとなる可能性がある。したがっ
て、国としても世界市場を睨んだ
一層の研究開発や海外への技術移
転等を積極的に支援することが望
